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１．概要 

 本市では、昨年度の事務事業評価の試行に引き続き、本年度は本格実施として、教育委員会を除く事

業評価を行いました。本年３月から５月にかけて、平成２０年度の「業務量算定表」の作成と「業務リ

ストアップシート」の見直しを行い、平成２０年度に制定した「行政評価制度の導入に向けての基本的

な考え方」をもとに、６月から７月にかけて、平成２０年度事業の評価シートを作成しました。 
 
２．目的 

① 職員の意識改革 

評価を通じ、目的・成果・コスト意識を持つことにより、政策形成能力の向上や財源を効率的・効果的

に活用する意識の徹底を図る。 

② 業務の改善・改革 

評価を継続的に運用することにより、施策や事務事業の点検と見直しを行い、不断の改善・改革に努め

るとともに、総合計画の進捗管理や予算編成面にも活かす。 

③ 市民への情報公開（説明責任） 

評価結果をわかりやすいかたちで公表し、行政活動の透明性を図るとともに、説明責任を果たし、市政

への共通認識を深め、市民との協働関係を目指す。 

 

３．評価対象事業の選定 

各職場において、平成２０年度に行ったすべての業務を洗い出し（業務リストアップ・事務事業整理

シートを作成）、業務を下表の「区分」に分け、「５．内部管理業務」「６．法令等に基づく義務的業務」

のみで構成されている事務事業以外の事務事業を対象に評価を行いました。事務事業とは、業務を意図

（業務の対象をどのようにしたいか）ごとにまとめたものです。 

 

区分表 

番号 区分 業務の内容 業務の例 

1 
ソフト業務 

(補助・委託) 

市が自主的に実施する事業で、市民や団体などに対して、補助金の

支給や事業委託を行うことにより、目的の達成を図る業務 
○○協会補助、△△事業開催委託 

2 
ソフト業務 

(補助・委託以外) 

市が自主的に実施する事業で、市が事業主体となるなど、上記以外

の方法で目的の達成を図る業務（３～６の業務を除く） 

各種健康教室開催、各種診査実施、

広報誌発行、消費者相談 

3 施設の維持管理 建物や道路・水路・公園などの施設を維持管理するための業務 
庁舎清掃管理、庁舎機械警備、庁舎

修繕、排水路維持管理 

4 建設・整備業務 
予算上、投資的経費に区分される公共施設の建設・整備のための業

務 
○○館整備、△△博物館改修 

5 内部管理業務 

直接的な市民サービスを伴わない内部的・定型的な業務で、その業

務が所属の主たる目的となっているもの（但し、どの所属にも共通す

る文書管理・人事管理・予算見積りなどは、課内の内部業務リストアッ

プシートに記入） 

○○計画策定、秘書事務、○○委員

会開催、電算保守、給与事務、予算・

決算事務、職員共済組合事務 

6 
法令等に基づ 

く義務的業務 

法定受託事務をはじめ、法令などにより市が実施することが義務付け

られた業務 
市税賦課・徴収、戸籍・住民登録 
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４．評価結果 

 
（１）業務・事務事業数 

部局名 課名 全業務数 全事務事業数 

評価対象 

事務事業数 

（業務数） 

秘書課 47 19 5  (16) 

企画調整課 36 17 7  (14) 企画部 

情報推進課 8 5 2  ( 3) 

総務財政課 33 17 1  ( 5) 

生活安全課 27 10 8  (22) 

税務課 34 10 1  ( 2) 
総務部 

収納課 13 5 0  ( 0) 

市民課 95 25 9  (31) 

人権政策課 17 5 5  (13) 

環境課 48 11 9  (37) 

新庄クリーンセンター 21 7 7  (19) 

市民生活部 

當麻クリーンセンター 26 10 4  (12) 

社会福祉課 72 38 14  (28) 

児童福祉課 81 15 5  (20) 

高齢福祉課 80 22 8  (23) 

いきいきセンター 10 2 2  (10) 

保健福祉部 

健康増進課 82 20 14  (52) 

都市整備課 63 18 11  (42) 

農林課 42 14 10  (27) 

商工観光課 31 10 8  (27) 

下水道課 23 6 6  (20) 

都市産業部 

管理課 32 17 1  ( 5) 

会計課 13 4 0  ( 0) 

総務課 11 5 2 (8) 

警防課 7 4 1  ( 2) 

消防指令課 9 5 3  ( 7) 

予防課 11 3 1  ( 4) 

消防本部 

消防署 34 15 5  ( 5) 

業務課 18 8 2  ( 7) 
水道局 

工務課 16 3 3  (16) 

議会事務局 14 2 1  ( 7) 

合  計 1,054 352 155 (484) 
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（２）業務区分 

 各部局の評価対象事務事業を構成する業務の区分です。各区分の内容については、P.1の区分表を 

参照。ソフト業務は、「補助・委託」及び、「補助・委託以外」を 1つにまとめています。 

 
部局名 

事務 

事業数 業務数 
ソフト業務 

施設の 

維持管理 

建設・ 

整備業務 

内部管理 

業務 

法令等に基づ

く義務的業務 

企画部 14 33 24 5 0 4 0 

総務部 10 29 21 5 2 0 1 

市民生活部 34 112 51 24 5 20 12 

保健福祉部 43 133 89 17 2 1 24 

都市産業部 36 121 58 39 17 6 1 

消防本部 12 26 11 8 2 5 0 

水道局 5 23 8 12 2 1 0 

議会事務局 1 7 2 0 0 2 3 

合  計 155 484 264 110 30 39 41 

 
 
（３）事後評価【Ｃｈｅｃｋ】（事務事業評価） 

【妥当性】 事務事業数、割合（％） 

 

 

 

①自治体として、この事業を実施する目的は妥当か ②縮小、休止、廃止した場合、市民生活への影響は大きいか 

妥当である 120 77.4％ 大きい 80 51.6％ 

どちらかと言えば妥当である 34 21.9％ どちらかと言えば大きい 53 34.2％ 

どちらかと言えば妥当ではない 0 0.0％ どちらかと言えば小さい 14 9.1％ 

妥当ではない 1 0.7％ 小さい 3 1.9％ 

評価外（－） 0 0.0％ 評価外（－） 5 3.2％ 

合  計 155 100％ 合  計 155 100％ 

③市民ニーズは高いか ④国や県の事業（サービス）との重複はないか 

高い 70 45.2％ ない 125 80.7％ 

どちらかと言えば高い 61 39.3％ どちらかと言えばない 13 8.4％ 

どちらかと言えば低い 13 8.4％ どちらかと言えばある 9 5.8％ 

低い 3 1.9％ ある 3 1.9％ 

評価外（－） 8 5.2％ 評価外（－） 5 3.2％ 

合  計 155 100％ 合  計 155 100％ 

⑤民間委託や市民団体等との協働の余地はないか  

ない 67 43.2％ 

どちらかと言えばない 33 21.3％ 

どちらかと言えばある 31 20.0％ 

ある 17 11.0％ 

評価外（－） 7 4.5％ 

合  計 155 100％ 
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【有効性】 事務事業数、割合（％） 

①類似事業との統合はできないか ②意図、目標や各指標に対する達成状況は順調か 

できない 98 63.2％ 順調である 59 38.0％ 

どちらかと言えばできない 26 16.8％ どちらかと言えば順調である 68 43.9％ 

どちらかと言えばできる 13 8.4％ どちらかと言えば順調ではない 20 12.9％ 

できる 8 5.2％ 順調ではない 4 2.6％ 

評価外（－） 10 6.4％ 評価外（－） 4 2.6％ 

合  計 155 100％ 合  計 155 100％ 

 

【効率性】 事務事業数、割合（％） 

①サービスを低下させずにコスト・人員削減の余地はないか ②事業の実施手段は最適か 

ない 97 62.6％ 最適である 43 27.7％ 

どちらかと言えばない 39 25.2％ どちらかと言えば最適である 89 57.4％ 

どちらかと言えばある 12 7.7％ どちらかと言えば最適ではない 19 12.3％ 

ある 3 1.9％ 最適ではない 3 1.9％ 

評価外（－） 4 2.6％ 評価外（－） 1 0.7％ 

合  計 155 100％ 合  計 155 100％ 

③受益者負担の可否や負担割合について見直す余地はな

いか 

ない 77 49.7％ 

どちらかと言えばない 34 21.9％ 

どちらかと言えばある 27 17.4％ 

ある 8 5.2％ 

評価外（－） 9 5.8％ 

合  計 155 100％ 

 

 

 

（４）民間委託の可能性（業務評価）                                       

部局名 
既に 

全部委託済 

一部委託済で 

あるが、更なる 

委託化が必要 

一部委託済だ

が、更なる委託

は困難 

現在委託してい

ないが、委託化

の余地がある 

委託化は 

不可能 

その他 

（民営化等） 

企画部 4 2 1 6 17 3 

総務部 6 0 3 6 14 0 

市民生活部 38 2 7 9 55 1 

保健福祉部 38 11 7 15 57 5 

都市産業部 31 5 1 19 65 0 

消防本部 7 1 0 4 14 0 

水道局 2 1 0 17 3 0 

議会事務局 0 0 1 0 6 0 

合  計 126 22 20 76 231 9 
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（５）今後の方向性（事務事業評価） 

課長評価 部長評価 
今後の方向性 

事務事業数 割合（％） 事務事業数 割合（％） 

継続 117 75.5％ 116 74.8％ 

継続（要改善） 30 19.4％ 32 20.6％ 

縮小 2 1.3％ 1 0.7％ 

統合・連携 3 1.9％ 3 1.9％ 

休止・廃止 1 0.6％ 1 0.7％ 

終了・完了 2 1.3％ 2 1.3％ 

合  計 155 100％ 155 100％  



事務事業評価シート

部 課

款

項

目

Ⅳ　手段 と 活動指標【Ｄｏ②】 ※ ｢区分｣→｢ソ｣･･ソフト業務,｢施｣･･施設の維持管理,｢建｣･･建設･整備業務,｢内｣･･内部管理業務,｢法｣･･法令等に基づく義務的業務

№
区
分

単
位

年度
目標

5

Ⅰ　概要【Ｐｌａｎ①】

№

事業費・人員

会計

0

0（　　）

0 （　　）

Ⅲ　実施にかかるコスト【Ｄｏ①】　※ 新規評価は、19年度決算額は記入不要。

（　　）

（　　）0

0 0千円
（人/年）

（　　）

00

事務事業名

葛城市総合計画

施策目標

政策目標 名称

評価年度

所属部課名

年度21 対象事業年度

政策の柱

0

（　　）

対象（誰・何を）

正職員（職員数）コ
ス
ト
内
訳

予
算
科
目

単位

意図（どういう状態にしたいのか）

2１年度見込２０年度決算１９年度決算

整理番号

課長名

（　　） 0

0

年度

0 （　　）

0

20

0

個別計画

根拠法令・条例
・要綱等

事務事業の具体的内容（いつ・どこで・どういう方法で・何を（提供）しているか）

臨時職員（職員数）

備考
（全体事業費・対前年比較等）

0

（　　）

事務事業構成業務

財源内訳合計（＝総コスト）

4

1

0

0

国・県支出金

千円その他特定財源

0

総コスト（①＋②） 0

一般財源

千円

2

3

受益者負担額

財
源
内
訳

地方債

千円

0

0

0

① 直接事業費

（　　）

（　　）

②
人
件
費
等 その他（職員数） （　　）

嘱託職員（職員数）

0

0

0

0

19年度
実績

0

0

21年度
見込

0

0

0

手段 活動指標

0

（A面）

20年度
実績

0

0

Ⅱ　内容・目的【Ｐｌａｎ②】

0

0



事務事業評価シート
《 事務事業名: 》

単位

備考（評価理由等）

課長 部長

一次評価

推進本部部長

二次評価

今後の方向性　※ 1.継続 2.継続(要改善) 3.縮小 4.統合･連携 5.休止･廃止 6.終了･完了

【前年度の二次評価結果に対して行った改善・改革と結果】

【改善・改革】

③受益者負担の可否や負担割合について見直す余地はないか

①サービスを低下させずにコスト・人員削減の余地はないか

一次評価（総合評価）

5

4

3

事務事業構成業務

1

№

⑤民間委託や市民団体等との協働の余地はないか

④ 国や県の事業（サービス）との重複はないか

③市民ニーズは高いか

課長

②事業の実施手段は最適か

民間委託の可能性

【前年度の二次評価結果】

【今年度の課題】

課題に対する改善・改革

②意図、目標や各指標に対する達成状況は順調か

①類似事業との統合はできないか

②縮小、休止、廃止した場合、市民生活への影響は大きいか

（Ｂ面）

2

有
効
性

効
率
性

Ⅶ　改善提案と今後の方向性【Ａｃｔｉｏｎ】※ 新規評価は【前年度の二次評価結果】【前年度の二次評価結果に対して行った改善・改革と結果】記入不要。

課題

21年度見込成果指標

Ⅵ　事後評価【Ｃｈｅｃｋ】

評価理由・課題

単位あたり
コスト

Ⅴ　実績【Ｄｏ③】　※ 新規評価は、「単位あたりコスト」の19年度実績は記入不要。

20年度実績 備考(成果指標の考え方・計算方法)年度目標19年度実績

①自治体として、この事業を実施する目的は妥当か

評価評価項目

妥
当
性




